【記載例】


様式第１号（第５条関係）
令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金交付申請書

令和7年〇月〇日　
　愛媛県知事　中村　時広　様

住　　　　所　松山市○○町〇丁目〇－○
事業主体名　社会福祉法人〇〇〇〇〇
代表者職氏名　理事長　〇〇　〇〇　　㊞
　令和７年度において標記事業を下記のとおり実施したいので、令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　交付申請額　　　　　金　　2,200,000　円

２　補助金所要額調書　　別紙（１）のとおり
３　補助対象額調書　　　別紙（２）のとおり
４　収支予算書　　　　　別紙（３）のとおり
５　事業計画書　　　    別紙（４）及び　「事業計画回答フォーム」のとおり
６　適合確認　　　　　　別紙（５）のとおり
７　見積書の写し

８　介護保険法（平成９年法律第123号）に基づき指定又は許可を受けたことを証する書類又は老人福祉法（昭和38年法律第133号）に基づく養護老人ホーム及び軽費老人ホームであることを証する書類
９　その他参考となる資料
・導入する介護テクノロジーの概要（カタログ）
・職員数が分かる資料（勤務形態一覧表）
・Wi-Fi工事内容及び図面
・SECURITY ACTION自己宣言の申込メールの写し
・科学的介護情報システム「LIFE」を利用していることが確認できる資料

・委員会を設置したことが確認できる資料
・ケアプランデータ連携システムを利用開始したことが確認できる資料　等
（注）２及び５～９は事業所ごとに作成し、整理して添付すること。

　　　「事業計画回答フォーム」については、以下URLより期日までに回答すること。
　　　URL：https://logoform.jp/form/XG6n/1088610

別紙（４）（様式第１号関係）
介護テクノロジー定着支援事業に係る事業計画書

１　事業実施体制
ア　導入を進めるための実施体制・導入スケジュール


イ　介護テクノロジーの導入により、どのように業務フローを見直すか

２　当該介護テクノロジーの導入を決定した方法・理由、比較検討した製品

３　介護テクノロジー導入等により達成すべき目標・期待される効果

令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業変更承認申請書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　　　　　　　様

別紙(1)の「補助金所要額」の合計額と一致します。





＜導入を進めるための実施体制＞


・以下のように担当を定める。


管 理 者：導入計画、研修計画の作成、効果検証


主　　任：利用者・関係者への説明、業務フローの見直し取りまとめ


ICT研修担当：職員研修の実施





・今後の運用ルール、介護ソフトでの記録のルール等の見直しは、週1回定期的に開催されている事業所ミーティングで検討の時間を設け、実際にICT機器・ソフトウェアを使用する職員の声を取り入れて実施する。








＜導入スケジュール＞


※機器の導入に伴う事項（職員向け研修、利用者・家族への説明、フォローアップ研修、相談機関への相談等）とその時期（令和○年○月）を記載すること。





令和７年　７月　導入計画の作成（機器の検討、導入後の業務フロー作成）・職員へ説明


令和７年　８月　ICT機器・ソフトウェア導入に伴う計画の合意形成を図る説明会（研修会）


を実施


令和７年　９月　介護テクノロジーに関する研修を受講及び介護生産性向上総合相談センターに相談


令和７年１０月　機器の導入準備（業務フローの作成）


　　　　　　　　業者による取扱講習会（入力方法、データの見方、請求までの流れ）を


実施


令和７年１１月　業務見直し書作成、職員に導入の研修開催


　　　　　　　　約１ヶ月の試験期間による習熟期間を設ける（ICT研修担当の設置）


令和７年１２月　本格稼働、LIFEへのデータ提供の準備


　　　　　　　　「ケアプランデータ連携システム」の利用開始


令和８年　１月　検証及び見直し、LIFEへのデータ登録開始








※取組内容について、具体的に記載すること





①ICT機器・ソフトウェアを活用することによる抜本的な業務効率の改善


・通所介護計画に基づく日々の介護記録、利用者の連絡帳、申し送り（特記）に転記していたサービス提供の記録を介護ソフトの導入によって転記不要となるように記録の範囲を検討する。


・導入前の記録に要した業務分担を洗い出し、導入後の業務分担をシミュレーションし、記録にかかる時間をどれだけ短縮できるかを検討する。


・上記を可視化し、職員はもとより、利用者、関係者に説明できるようにする。


②サービスの質向上


・記録を速やかに情報共有し、利用者へのサービス向上を図るための体制を構築する。


・通所サービスが、利用者の状態の維持・改善に寄与しているか、自立支援につながっているかを確認するため、継続的利用者の状態をデータにとり、LIFEの活用を行う。








＜方法・理由＞


・介護ソフトは社内にて事前にデモンストレーションを行い、実際に職員に操作してもらうことで、使いやすさを確認した。介護ソフトを導入した場合にどのように業務改善が出来るのかを検討し、記録業務による負担軽減とコストが削減でき、結果としてケアの質の向上を図ることができると考えた。


・タブレット端末は、音声入力の精度が高く、持ち運びに適した大きさであることを優先し、機器の選定を行った。








＜比較検討した製品＞


・Zサポート（Z社）




















＜比較検討した製品＞














※機器導入による効果等（記録時間の短縮、負担の軽減等）を記載すること。





・一気通貫となることで転記ミスが減少する。また、異なる書類に同じ内容を記載することがなくなるため、記録時間が削減する。


・記録時間の削減により職員間や他事業所間の連携時間が増え、情報共有や連携が取りやすくなり、サービスの質の向上に繋げることができる。


・実績をCSVファイルで出力できるようになるため、居宅介護支援事業所への連携を効率的に行うことができる。











